決　算　概　要　の　み　か　た
１　調査対象事業及び期間

　　平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの間において、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号、以下「法」という。）を適用している事業（法適用企業）及び法を適用していない事業（法非適用企業）について、平成２６年度の決算及び業務状況等について調査（決算統計調査）したものである。

　①　法を適用する事業とは、法第２条第１項に掲げる事業（水道、工業用水道、軌道、自動車運送、鉄道、電気、ガスの７事業）をいうものである。これらの事業については、企業経営のための組織、財務、職員の身分取扱等に関する地方自治法の特例を定めた規定の全部が当然に適用される。また、病院については、法の財務規定が当然に適用される。

　　　上記の事業以外にも「主としてその経費を当該事業の経営に伴う収入をもって充てるもの」については、「地方公営企業」として、条例等で定めることにより法の全部または財務規定等を適用することができる。

　　　なお、「主としてその経費を当該事業の経営に伴う収入をもって充てるもの」とは、その経常的経費の少なくとも７０～８０％程度を、料金等の経常的な収入でまかなうことができるものをいう。

	事　　業　　の　　種　　類
	当然適用
	任意適用

	水道事業（簡易水道事業を除く）

工業用水道事業

軌道事業

自動車運送事業

鉄道事業

電気事業

ガス事業
	法の適用の全部


	

	病院事業


	財務規定等
	財務規定等を除く

法の規定

	その他の事業（主としてその経費を当該事業の経営に伴う収入をもって充てる事業）
	
	法の規定の全部

財務規定等


　

　②　県が実施している流域下水道事業に建設費負担金を支払っているが、特別会計を設置して経理していない団体についても、法非適用企業の下水道事業として調査対象としている。

　

　③　従前は公営企業会計として特別会計を設置していたが、現在これを廃止し、一般会計等において清算及び地方債の償還を行っている場合等においては、これに係る一切の収支は一般会計等から分別して、当該事業に係る公営企業会計が設けられているものと想定し、当該想定企業会計において経理されたものとして取扱うこととしている。

２　施設及び業務概況

　　施設については、平成２７年３月３１日現在のものであり、業務については平成２６
年度の実績である。

　　
３　集計の方法

（１）各項目における数値のうち、表示単位が百万円である場合は百万円未満を四捨五入している。したがってその内訳は合計と一致しない場合がある。

　　　なお、原則として構成比等については、千円単位で算出している。

（２）平成元年度より消費税が実施され、法適用企業については税抜き経理によることから、損益計算書、貸借対照表の財務諸表については税抜き数値により記述されている。

　　　一方、資本的収支、繰入金及び地方債関係については、税込み数値により記述されている。なお、決算規模における法適用企業の総費用については、税込み数値により算出される。

（３）法非適用企業については、各事業体の決算については一般会計方式で行っているが、決算統計調査上の歳入歳出決算に関する調べにおいては、「収益的収支」・「資本的収支」に区分し、法適用企業の場合のいわゆる「予算様式３条、４条」という概念を持ち出し、減価償却費さえ算出すれば法適用企業にできるという状態を想定して、法適用企業に準じた調査様式となっている。

（４）法適用企業の財務諸表の項目区分は、法施行規則に定める勘定科目に準拠したものであり、法非適用企業の歳入歳出決算状況調査も法適用企業に準じている。

４　用語の説明

	企業団
	法の規定の全部が適用される地方公営企業の経営に関する事務を共同処理する一部事務組合（法第３９条の２第１項）。

	他会計繰入金
	他会計（主に普通会計）からの負担金、補助金、出資金をいう。

	繰出基準
	地方公営企業は、受益者負担を原則とする独立採算制を建前とするが、民間企業とは異なる特殊性があることから、その経費の一部については、一般会計等が負担又は補助し、残りの経費について料金で回収することとされている。

一般会計が負担又は補助すべき経費は、経費の性質上経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費、あるいは地方公営企業の性質上能率的な経営を行ってもなお経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難であると認められる経費等であり、これら負担区分についてはいわゆる繰出基準として毎年度総務省自治財政局長から通知される「地方公営企業繰出金について」において具体的に示されている。

	基準内繰入金
	繰出基準に基づく他会計繰入金

	基準外繰入金
	繰出基準に基づかない任意の他会計繰入金、あるいは繰出基準により算定された繰入額を超えて他会計からの繰入が行われた場合の当該額を超える繰入金

	収益的収入・支出
	一事業年度の企業の経営活動に伴い発生が予定される全ての収益とそれに対応する全ての費用をいう。

収益的収入は、サービス提供の単価としての料金収入を主とする「営業収益」、受取利息、他会計補助金等の「営業外収益」、固定資産売却益等の「特別利益」からなる。収益的支出は、サービスの提供に要する人件費・減価償却費、物件費等の「営業費用」、支払利息等の「営業外費用」、固定資産売却損等の「特別損失」及び「予備費」からなる。

	資本的収入・支出
	企業の将来の経営活動に備えて行う建設改良及び建設改良にかかる企業債償還金等の支出とその財源となる収入をいう。

資本的収入には、「企業債」「固定資産売却代金（売却益は除く。売却益は収益的収入の「特別利益」に計上。）」「他会計からの出資金」等で現金収入が予定されるものが計上される。資本的支出には、「建設改良費」「企業債償還金（元金）」等費用とは直接関係ない支出で、現金支出を必要とするものが計上される。

	経常収支
	法適用企業の収益的収支中における、

・総収益から特別利益を差し引いたもの（経常収益）　　と

・総費用から特別損失を差し引いたもの（経常損失）　　の差

	実質収支
	現金収支に債権債務の発生主義の要素を加味して法非適用企業における実質的な財政収支の結果を明らかにするもので、「形式的収支－翌年度に繰り越すべき財源」によって求めた額をいう。

（注）　形式的収支＝収益的収支＋資本的収支＋前年度からの繰越金

　　　　－（積立金＋前年度繰上充用額）

	累積欠損金
	法適用企業において、営業活動によって損失（赤字）が生じた場合、繰越利益剰余金（前事業年度から繰り越した利益）、利益積立金等によってもなお補填できなかった各事業年度の損失（赤字額）が累積したものをいう。

累積欠損金は、経常費用に占める減価償却費及び支払利息の比率の高い企業において増大する傾向がある。


財務分析及び経営分析における各指標の算出方法及び用語の説明は次のとおりである。

なお、算出数値が掲載されておらず、指標の紹介のみにとどめているものもある。

〔共　　通〕（法適用）

	　　　　　　　　　　総収益

①　総収支比率　＝　　　　　×１００

　　　　　　　　　　総費用

	　　　　　　　　　　　経常収益

②　経常収支比率　＝　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　　経常費用

· この比率が100％以上であれば通常の企業としては採算がとれているといえる。

なお、法非適用の場合には収益的収支比率がこれに相当する。

	　　　　　　　　　　　営業収益－受託工事収益

③　営業収支比率　＝　　　　　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　　営業費用－受託工事費用



	　　　　　　　　　　　　　　　　　当年度減価償却費
④　減価償却率　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×１００
　　　　　　　　　有形固定資産＋無形固定資産－土地－建設仮勘定＋当年度減価償却費

· 償却対象固定資産に対する平均償却率である。減価償却費が適当か否か、及び

統一的な償却方法がとられているか否かを示す比率である。

	　　　　　　　　　　　　　　累積欠損金

⑤　累積欠損金比率　＝　　　　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　　　営業収益－受託工事収益

	当年度純利益

⑥　総資本利益率　＝　　　　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　　期首総資本＋期末総資本

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）総資本＝負債＋資本

　　　　　　　　　　　　　　　　２

（ただし、平成２６年度に限り、期首とは会計基準の見直しに伴う移行仕訳したもの）
　　※　高いことが望ましい。

	　　　　　　　　　　　　　資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益
⑦　自己資本構成比率　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　負債＋資本

　　※　企業が必要とするその充足の度合を示す指標であるが、この比率が高いほど安定した企業といえる。（自己資本金とは、返済の必要がなく自己の意思で固定資産の取得等に使用できるものである。）

	　　　　　　　　　　　　　　営業収益

⑧　総資本回転率　＝

　　　　　　　　　　　期首総資本＋期末総資本


　　　　　　　　　　　　　　　　２

（ただし、平成２６年度に限り、期首とは会計基準の見直しに伴い移行仕訳したもの）

	　　　　　　　　　　　　　　　　営業収益

⑨　自己資本回転率　＝　

　　　　　　　　　　　　期首自己資本＋期末自己資本


　　　　　　　　　　　　　　　　　２

　　自己資本＝資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

　（ただし、平成２６年度に限り、期首とは会計基準の見直しに伴い移行仕訳したもの）
　　※　期間中に自己資本の何倍の営業収益が上がったかを示す指標で、この回転率が低いことは一般的には自己資本の収益性が低い（投資効率が悪い。）といえる。



	　　　　　　　　　　　　　　　　営業収益

⑩　固定資産回転率　＝　

　　　　　　　　　　　　期首固定資産＋期末固定資産


　　　　　　　　　　　　　　　　　　２

（ただし、平成２６年度に限り、期首とは会計基準の見直しに伴い移行仕訳したもの）
　　※　水道事業等施設型企業の場合には重要な指標であり、回転率が高い場合は施設が有効に稼動していることになり、低い場合は一般的に過大投資となっているといえる。



	　　　　　　　　　　　　　　営業収益

⑪　未収金回転率　＝

　　　　　　　　　　　期首未収金＋期末未収金


　　　　　　　　　　　　　　　　２

（ただし、平成２６年度に限り、期首とは会計基準の見直しに伴い移行仕訳したもの）
　　※　一般的には回転率が高いほど未収期間が短く、未収金が早く回収されることを表し、回転率が低い場合はいわゆるこげつき等の不良債権がある可能性がある。



	　　　　　　　　　　　　　　　　固定資産

⑫　固定比率　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×１００　

　　　　　　　　　資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益
　　※　固定資産がどの程度資本金で調達されているかを示すもので、固定資産への資本投下に無理があるかどうかを示すものである。

　　　　この比率は低いことが望ましく、高い場合には負債によって調達されている部分が多いことを示す。



	　　　　　　　　　流動資産

⑬　流動比率　＝　　　　　　×１００

　　　　　　　　　流動負債

　　※　支払能力を示す指標で、この比率が100％以上であるということは一年間の短期の支払資金には困らないといえる。なお、流動資産を当座資産（現金預金＋未収金）に置き換えたものが当座比率（酸性試験比率）である。



	　　　　　　　　　現金預金

⑭　現金比率　＝　　　　　　×１００

　　　　　　　　　流動負債



	　　　　　　　　　　　　　　支払利息＋企業債取扱諸費
⑮　利子負担率　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　建設改良の財源に充てるための企業債・長期借入金＋
　　　　　　　　　　その他の企業債・長期借入金＋一時借入金＋リース債務
　　※　外部利子の平均利率を示すものである。企業債利子等は金融情勢の影響を受け年々変化するものであるが、高金利時に創設、大規模拡張事業を行った場合は、高利子の債務を有していることから利子負担率は高くなる。

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

固定資産

⑯　固定資産対長期資本比率　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　　　　　　資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益
　　※　固定資産のうち資本金と剰余金によって調達されている部分がどれだけあるかを示すものである。この比率は常に100％以下であることかつ低いことが望ましい。100％を上回っている場合には固定資産の一部が一時借入金等の流動負債によって調達されていることを示し、不良債務発生の原因となる。



	　　　　　　　　　　　　　　　　　企業債元利償還金

⑰　元利償還金対料金収入比率　＝　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　料金収入

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建設改良のための企業債償還元金

⑱　企業債償還額対減価償却費比率　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当年度減価償却費

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営　業　収　益

⑲　職員一人当たり営業収益（千円）　＝　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　損益勘定所属職員数

　　※　労働生産性を示す指標である。


〔共　　通〕（法非適用）

	　　　　　　　　　　　　　　　総　収　益

①　収益的収支比率　＝　　　　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　　　総費用＋地方債償還元金

	　　　　　　　　　　　実質収支赤字額

②　赤字比率　＝　　　　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　営業収益－受託工事収益

	　　　　　　　　　　　　　実質収支赤字額＋基準外繰入金

③　繰入金調整後比率　＝　　　　　　　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　　　　　営業収益－受託工事収益


〔上水道事業（下水道事業においては（　　）書きに読み替える）〕

	　　　　　　　　　　　　年間総有収水量

①　有収率　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　年間総配水量（年間汚水処理水量）

　　※　有収水量とは料金（使用料）徴収の基礎となった水量であり、有収率は総配水量（総汚水処理水量）のうち料金（使用料）として還元される水量の割合を示し、有収率が低いということは無収水量（不明水量）が多いことを示している。原因としては配水管（排水管）の漏水、両水器の性能の劣悪化、消防用水等公共用途に資する無料給水等が考えられる。

	　　　　　　　　　　一日平均配水量（処理量）

②　施設利用率　＝　　　　　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　一日配水能力（処理能力）

　　※　施設の稼動状況をみる比率であり、負荷率と最大稼働率に分解され、両者の影響を受ける。施設利用率が高いことは、施設の規模が適正であること及び施設が効率よく稼動していることを示すものである。

	　　　　　　　　一日平均配水量

③　負荷率　＝　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　一日最大配水量

※　この比率が高いほど施設の利用効率は良いといえる。

	　　　　　　　　   一日最大配水量

④　最大稼働率　=                 　×１００

　　　　　　　　   一日配水能力

※　この比率が高いことは、一般に施設能力の設定が需要に照らし適正になされていることを示している。

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間総配水量（処理水量）

⑤　固定資産使用効率（千円当り）　＝　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有形固定資産

　　※　固定資産使用効率が低いということは、原因として地理的条件により配水管の使用効率が低いこと及び施設規模が需要に対して適正に設定されていないこと等が考えられる。

	　　　　　　　　　　　　　　　　　年間総配水量（処理水量）

⑥　配水管（下水管）使用効率　＝

　　　　　　　　　　　　　　　　　導送配水管延長（下水管布設延長）

※　一般に地理的な敷設条件としての人家の密集度をみるものである。

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　給水収益（使用料収入）

⑦　供給単価（使用料単価）（円・銭）　＝　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間総有収水量



	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　汚　水　処　理　費　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経常費用－受託工事費－不用品売却原価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－付帯事業費－長期前受金戻入

⑧　給水原価（処理原価）（円・銭）　＝　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間総有収水量



	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 現在給水人口（水洗便所設置済人口）

⑨　職員一人当り給水人口（処理人口）（人）＝　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　損益勘定所属職員数



	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年間総有収水量（年間汚水処理水量）

⑩　職員一人当り給水量（汚水処理量）（ｍ3）＝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　損益勘定所属職員数




〔病　　院〕

	　　　　　　　　　　年延入院患者数

①　病床利用率　＝　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　年延許可病床数

	　　　　　　　　　　　　　年延外来患者数

②　外来入院患者比率　＝　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　　　　年延入院患者数

	　　　　　　　　　　　　　　年延入院外来患者数

③　職員一人当り患者数　＝　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　年延職員数

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 入院外来収益

④　患者一人一日当り診療収入（円）　＝　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年延入院外来患者数

※　病院の機能度を示すものである。

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　薬品費

⑤　患者一人一日当り薬品費（円）　＝　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年延入院外来患者数

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　投薬薬品費

⑥　患者一人一日当り投薬（円）　＝

年延入院外来患者数

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注射薬品費

⑦　患者一人一日当り注射（円）　＝

年延入院外来患者数

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入院外来収益

⑧　職員一人一日当り診療収入（円）　＝　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年延職員数

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療材料費

⑨　患者一人一日当り医療材料費（円）　＝

年延入院外来患者数

　　※　患者一人一日当り給食材料費についても同様の算式で求められる。

　　　　　　　　　　　　　薬品収入（投薬分）

⑩　投薬薬品使用効率　＝　　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　　　　　投薬薬品費

	　　　　　　　　　　　　　薬品収入（注射分）

⑪　注射薬品使用効率　＝　　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　　　　　注射薬品費

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度末職員数

⑫　病床１００床当り職員数　＝　　　　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　　　　　　　　年度末許可病床数


〔観光施設事業〕

	　　　　　　　　　　　　　年延利用者数（年延宿泊者数＋年延休憩利用者数）

①　一日平均利用者数　＝　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営業日数（３６５）

	　　　　　　　　　　一日平均宿泊者数

②　宿泊利用率　＝　　　　　　　　　　×１００

　　　　　　　　　　　　宿泊定員


〔駐車場整備事業〕

	　　　　　　　　　　　　　年延利用台数

①　一日平均利用台数　＝　

　　　　　　　　　　　　　　営業日数

	　　　　　　　　　　　　　　　一日平均利用台数

②　単純回転率（利用率）　＝　

　　　　　　　　　　　　　　　　収容能力台数


